
令和７年美浦村訓令第７号 

 

   美浦村自転車用ヘルメット購入費補助金交付要綱 

 

 （趣旨） 

第１条 この要綱は、自転車用ヘルメット（以下「ヘルメット」という。）の着

用を促進するとともに、自転車の利用に係る安全性の向上を図るため、ヘルメ

ットの購入者に対し、予算の範囲内において、その費用の一部を補助するもの

とし、美浦村自転車用ヘルメット購入費補助金（以下「補助金」という。）を

交付することについて、美浦村補助金等交付規則（平成２年美浦村規則第７号）

に定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。 

 （補助対象者） 

第２条 補助金の交付の対象となる者（以下「補助対象者」という。）は、次条

に規定するヘルメットを購入し、次の各号に該当する者とする。 

 (1) 住民基本台帳法（昭和４２年法律第８１号）の規定により本村の住民基本

台帳に記録されている者であること。 

 (2) 補助対象者本人及び補助対象者の世帯の構成員が、村税等を滞納してい

ないこと。 

 （補助対象経費） 

第３条 補助金の交付の対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）は、

補助対象者が本人又はその世帯員が使用するヘルメット（次に掲げる安全基

準認証を受けた物であって、新品のものに限る。以下同じ。）を購入するため

に要した費用とする。ただし、当該ヘルメットの購入に係る送料若しくは手数

料又はポイント、クーポン等の利用による割引額は、補助対象経費から除くも

のとする。 

 (1) 一般財団法人製品安全協会が安全基準に適合することを認証した SGマー

ク 

 (2) 公益財団法人日本自転車競技連盟が安全基準に適合することを認証した

JCFマーク 

 (3) 欧州連合の欧州委員会が安全基準に適合することを認証した CEマーク 

 (4) ドイツ製品安全法が定める安全基準に適合することを認証した GSマーク 

 (5) 米国消費者製品安全委員会が安全基準に適合することを認証した CPSCマ

ーク 

 (6) 前各号の安全基準認証に準ずるものとして村長が認めるもの 

 （補助金の額） 

第４条 補助金の額は、ヘルメット 1 個につき 2,000 円を上限とし、補助対象



経費が 2,000円に満たないときは、当該補助対象経費に相当する額（100円未

満の端数があるときは、これを切り捨てた額）とする。 

２ 補助金の交付は、ヘルメット使用者 1 人につきヘルメット 1 個分かつ 1 回

限りとする。 

 （交付申請） 

第５条 補助金の交付を申請しようとする補助対象者（以下「申請者」という。）

は、美浦村自転車用ヘルメット購入費補助金交付申請書兼請求書（様式第 1号）

に、次に掲げる書類を添えて、ヘルメットを購入した日の属する年度の末日ま

でに、村長に提出しなければならない。 

 (1) ヘルメットを購入したことを証する領収書その他これに類する書類の写

し 

 (2) 購入したヘルメットが、第３条各号に掲げる安全基準認証を受けた物で

あることを確認できる書類の写し 

 (3) 村税等納付（納入）状況確認承諾書 

 (4) 前３号に掲げるもののほか村長が必要と認める書類 

２ 補助対象者が未成年者であるときは、当該補助対象者と同一の世帯に属す

る保護者等が、当該補助対象者に代わり前項の規定による申請を行うものと

する。 

 （交付決定等） 

第６条 村長は、前条第 1 項の規定による申請を受けたときは、その内容を審

査し、補助金の交付の可否を決定し、美浦村自転車用ヘルメット購入費補助

金交付決定・却下通知書（様式第２号)により申請者に通知するものとする。 

２ 村長は、前項の規定により補助金の交付を決定したときは、速やかに補助金

を交付するものとする。 

 （交付決定の取消し等） 

第７条 村長は、前条第 1 項の規定により補助金の交付の決定を受けた者が、

次の各号のいずれかに該当すると認めたときは、当該補助金の交付の決定の

全部又は一部を取り消すことができる。 

 (1) 偽り又はその他不正な手段により補助金の交付の決定を受けたとき。 

 (2) 前号に掲げるもののほか、村長が補助金の交付の決定を取り消す必要が

あると認めたとき。 

２ 村長は、前項の規定により補助金の交付の決定を取り消したときは、美浦村

自転車用ヘルメット購入費補助金交付決定取消通知書（様式第３号）により申

請者に通知するものとする。 

３ 村長は、第 1 項の規定により補助金の交付の決定を取り消した場合におい

て、既に交付されている補助金があるときは、その全部又は一部の返還を命ず



ることができる。 

 （補則） 

第８条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は村長が別に定める。 

 

   附 則 

 この訓令は、令和７年４月１日から施行する。 


